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新年明けましておめでとうござい
ます。
平成19年の年頭にあたり謹んで新

春のお喜びを申し上げます。
さて、県内建設産業の平成18年を

振り返ってみますと、依然とした公
共事業量の減少により、過当競争が
顕著にあらわれるとともに倒産企業
が続出するなど、景気回復を実感で
きないまま一年が過ぎ去ってしまっ
たという状況であります。
昨年10月、政府は「景気は回復し

ている」と発表、その後、マスコミ
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初雪のあと、黒い雲が生まれ天より深い雪が降る。そのとき太陽が顔をのぞかせる。雨上がりの虹のよう。ふるえるような寒さの中、太陽は母のようであたたかく雪をつ
つみ、雪は太陽に生かされているようだ。新年を迎え太陽は、いつか冷たい雪もあたたかな雨にして日はまた昇る。

は戦後最長の景気拡大期である「い
ざなぎ景気」を超える好景気と報じ
ておりましたが、長いデフレで疲弊
した地域経済と建設産業には、まだ
立ち直りの兆しが見えないばかり
か、都市と地方の格差の広がりを切
実に感じている状況であります。
この格差を解消するためには、第

一に、遅れている県内社会資本整備
の推進が必要であり、公共事業予算
の本県への重点傾斜配分はもとよ
り、地方公共団体の厳しい財政を自
動的にフォローする仕組みがないと
事業を実現することが困難であると
ころから、政治・政策的な早期決着
を待望するところであります。
県内建設産業が本県経済に占める

割合は、総生産・就業者数において
全国平均を上回っており、建設産業
と地域経済の再生なくしては本格的
な景気の回復はないと信じるところ
であります。
もちろん、建設産業も自主自立を

旨として全力を傾注していかなけれ
ばなりませんが、行政におかれまし
ても、建設産業が本来持っているダ
イナミズムとバイタリティーを遺憾な
く発揮できる環境の整備をしていた

だくことを強く望むところであります。
本会は、多様化する社会ニーズを

とらえ、地域社会との協力や産学連
携の機能強化など、活動の幅を今ま
で以上に広げていく必要があり、未
だ地方が厳しい経済情勢の下、本会
に対する期待や役割は、ますます強
くなると感ずるところであります。
時代の要請に応えて本会会員のエ

ネルギーをパワーに転換し、なお一
層の影響力を発揮することが出来る
よう努めていかなければなりませ
ん。さらにその機能を高め、従来に
も増して、地域の中核的な役割を果
たしていく必要があり地域に根ざし
た建設産業団体として、建設産業が
活力を持たなければ地域も良くなら
ず、ひいては秋田県も良くならない
との認識の下、その活動を一段とし
て加速して取り組まなければならな
いと考えております。
今年こそ地方の景気回復を願い、

よい年であることを念じるものであ
ります。
関係各位のなお一層のご支援ご協

力をお願い申し上げるとともに皆様
方のご繁栄を心からお祈り申し上げ
まして、新年のご挨拶といたします。

http://www.a-kenkyo.or.jp

会 長

菅 原 三 朗

新年のご挨拶
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新年あけましておめでと
うございます。
県民の皆様におかれまし
ては、清々しい気持ちで新
年をお迎えのことと心から
お慶び申し上げます。
昨年は、記録的な豪雪

に始まり、地域社会の安
全安心を揺さぶるような
事件が県民に衝撃を与え
ました。他方、世界第2の
高峰K2に日本人女性とし
て初登頂を果たした秋田
市出身の小松由佳さんと
第77回都市対抗野球大会
で東北勢として初めて優
勝したにかほ市のTDKの
活躍は、県民に大きな感
動と自信を与えてくれま
した。心から敬意を表し
たいと思います。
さて、我が国は一昨年、

はじめて人口が減少に転
じました。今年は、今日
の豊かな時代を築いてき
た「団塊の世代」の大量
退職が始まり、従来の雇
用のあり方や社会の仕組
みに影響が出てきます。
また、県内では市町村合
併が進んだ結果、25市町
村に再編され、地方分権
時代にふさわしい新たな
まちづくりが進められて
います。
私は、こうした時代の

流れを的確にとらえなが
ら県政をとりまく諸課題

あけましておめでとう
ございます。皆様には、
輝かしい新春をお迎えの
ことと心からお喜び申し
上げます。
県では、「元気なふるさ

と秋田づくり」を目指し
た、あきた21総合計画第3
期実施計画を昨年4月にス
タートさせており、2年目
となる平成19年度は「産
業振興と働く場の確保」
「教育・人づくりと子育て
支援の充実」を重点推進
事項として取り組むこと
としております。
この方針のもと、建設

交通部は、産業振興の基
盤となる陸海の物流ネッ
トワークの整備促進に重
点的に取り組んでまいり
ます。
これまでも、国体が開

催される平成19年を一つ
の目標として高速道路網
の整備を促進してきまし
たが、日本海沿岸東北自
動車道の仁賀保・岩城間
と能代東・二ツ井問、東
北中央自動車道の雄勝・
須川間が本年に開通する
見込みとなり、これによ
り県内の延長361kmのう
ち76%が供用され、全国
平均を上回る整備率とな
ります。
さらに、秋田駅東西間を
結ぶ秋田中央道路も国体

開催前に供用する予定で
あり、この開通により渋
滞緩和や中心市街地の活
性化等に大きな効果が期
待されます。
今後とも、高速道路やア
クセス道路など、広域的
連携や地域間交流を支え
る道路ネットワークの整
備を積極的に推進してま
いります。
また、環日本海交流の物
流拠点としての秋田港の
重要性が益々高まると考
えられることから、同港
の物流機能を一層強化し
てまいります。
このほか、県民の快適で
安全・安心な生活を支え
る基盤づくりとして、全
国平均に比べ普及の遅れ
ている下水道等の整備を
促進するとともに、洪水
や土石流などの自然災害
から県民の生命・財産を
守るためハード・ソフト
一体となった対策を推進
してまいります。
今後とも、県民の方々が
誇りと自信を持てる元気
な秋田を築くために努力
してまいりますので、御
理解、御協力をお願いし
ます。
終わりに、皆様の益々の
御活躍と御健勝を祈念して
新年のあいさつとします。

から目をそらすことなく、
県民及び市町村のサポー
ト役に徹し、未来を切り
拓く確かな道筋を築いて
まいります。
県では、昨年4月、県政

の運営指針である「あき
た21総合計画」の第3期
実施計画をスタートしま
した。計画に掲げた「元
気なふるさと秋田づくり」
に向け、オープンな議論
を大切にしながら、安
全・安心な社会づくりや
県勢発展の原動力となる
「教育・人づくりと子育て
支援」、「産業の振興と働
く場の創出」に積極的に
取り組んでまいります。
今年は、第62回国民体

育大会「秋田わか杉国体」
及び第7回全国障害者スポ
ーツ大会「秋田わか杉大
会」が開催され、県内各
地で熱戦が繰り広げられ
ます。「県民総参加」のス
ローガンのもと、秋田の
魅力を全国に向けて発信
し、県民のみならず全国
の方々の記憶にも永く残
る大会にしてまいります。
終わりに、新しい年が、

皆様にとってすばらしい
年となりますよう御祈念
申し上げまして、新年の
あいさつといたします。

新 年 を 迎 え て
秋 田 県 知 事

寺　田　典　城

年 頭 の ご あ い さ つ
秋 田 県 建 設 交 通 部 長

大　嶋　直　樹
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明けましておめでとう
ございます。
新年を迎えまして、会

員皆様方のご健勝とご繁
栄を心よりお慶び申し上
げます。
また、労働行政の推進

に当たりましては、貴会
並びに会員皆様の格別の
ご理解とご協力を賜り厚
くお礼申し上げます。
さて、昨年の県内の雇

平成19年の年頭にあた
り、謹んで新年のお慶び
を申し上げます。
皆様には、平素より、

国土交通行政の推進につ
きまして、格別のご支援、
ご協力を賜り、厚くお礼
申し上げます。
さて、我が国の経済情勢

を見ますと、「いざなぎ」
を超えた景気の拡大基調
にあるとの声もあるとこ
ろですが、地域の経済状況
には差異があり、東北地方、
秋田県はようやく緩やか
な動きが緒に付いたとこ
ろであります。秋田県は、

食料、電子部品・デバイス
生産、観光等の面で我が国
の経済や暮らしにおいて
重要な位置を占める地域
であり、未だ途上にある社
会資本整備を通じて地域
の活力、暮らしの安全と質
の向上を図ることは急務
であります。
公共事業関係予算の制

約が年々厳しくなる中で、
秋田河川国道事務所とし
ては、事業の重点化と工
期やコストの厳正な管理、
既存施設の有効利用によ
る利用者重視の取り組み
等により、地域の期待に
応えるべく努めています。
さて、平成19年は当事

務所の取り組みにとって
も重要な年です。社会資本
整備重点計画の最終年度
であり、また、秋田わか杉

用情勢は、新規求人が増
加傾向にあるなど徐々に
改善の動きが見られたも
のの、有効求人倍率は全
国平均を大きく下回る0.6
倍台前半で推移し、依然
として厳しい状況が続い
ています。
こうした中、労働基準監

督署には多くの解雇、賃金
不払、割増賃金などの法定
労働条件に関する申告・相
談が寄せられ、また、労働
条件変更などの労働関係
に関する民事上の個別労
働紛争事案の相談も年々
増加しており、その円滑な
解決を図ることが重要な

新 年 の ご 挨 拶
秋 田 労 働 局 長

中　西　憲　夫

年 頭 の ご あ い さ つ
国土交通省東北地方整備局

秋田河川国道事務所長

川　原　俊太郎

課題となっています。
また、建設業における

休業4日以上の労働災害
は、平成14年以降減少を
続けてきましたが、昨年
は5年ぶりに増加に転じる
状況となり、死亡災害も
大幅に増加しました。こ
のため、昨年末には、労
働災害の増加に歯止めを
かけるため、「現場一斉点
検デイ」の設定や現場パ
トロールの強化などの緊
急対策を実施したところ
であります。昨年の労働
災害の増加は、1月の豪雪
被害に関係する災害が多
かったことも一因として
考えられますが、一方で、
企業の経費削減や技能労
働者の減少により、安全
水準の低下に繋がってい
るのではないか懸念され
るところです。

当県は人口減少が続き、
少子高齢化が急速に進ん
でいます。地域の活性化
のためには、新卒者の県
内での就職、若年労働者
の常用雇用化、定年の引
上げなどによる高年齢者
の雇用確保、技能労働者
の育成、さらには職場環
境の改善などが大きな課
題となっています。
秋田労働局は、地域の

課題や県民のニーズを踏
まえ、県民の皆様が健康
で安心して働けるよう、
積極的な行政運営を図る
こととしています。本年
も引き続き労働行政に対
するご理解とご協力をお
願い申し上げます。
貴会の益々のご発展と

会員皆様のご繁栄をご祈
念申し上げ、年頭のご挨
拶といたします。

国体の行われる年でもあ
って、予定している施設の
供用、完成を確実なものと
するために全力を上げて
取り組む必要があります。
すなわち、地域の安全

安心に寄与する子吉川荒
町地区防災ステーション
の完成や近年頻発してい
る集中豪雨などの災害に
対処するため適切な河川
管理や老朽施設の補修更
新、防災情報の提供など
の推進、地域の活力を支
えるための日本海沿岸東
北自動車道（本荘～岩城）
および一般国道7号仁賀保
本荘道路のにかほ市～岩
城インターチェンジ間の
暫定供用、一般国道13号
河辺拡幅の4車線化区間の
延伸、一般国道46号角館
バイパスの第一工区暫定
供用を目指して事業を推
進します。なかでも、日
本海沿岸東北自動車道(本
荘～岩城)および一般国道
7号仁賀保本荘道路におい
ては、供用予定延長が約

32kmとなり、また、本荘
～岩城の約21kmに関して
は、新直轄区間として全国
で最初の供用となります。
また、ハードの整備だけ

でなく、雄物川や子吉川の
適正管理や防災情報の提
供、癒しの川づくり、カヌ
ーを活かした地域づくり、
「道の駅」、「もしもしピッ
ト」や「46ナビ」等のソフ
ト対策を絡めた利用者重
視のサービス提供の更な
る充実に引き続き積極的
に取り組んで参ります。
最後に、秋田の地域づ

くりに寄与する私どもの
取り組みは、地域の皆様
そして建設産業に従事さ
れる皆様のご支援が不可
欠であり、引き続きご理
解とご協力をお願い申し
上げます。なお、当事務
所の取り組みは、
ホームページ
（http://www.thr.mlit.go.jp/akita/）
で公開しておりますので、
お時間が許す際は、ご覧
願えれば幸甚であります。
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明けましておめでとうござ
います。平成19年の新春を迎
えるにあたり、謹んで年頭の
ご挨拶を申し上げます。
昨年は、想定以上の自然の

猛威が日本列島を襲来し、社会
生活基盤が多大なる被害を受
け、多くの尊い人命や財産が失
われました。被災されました
方々に心よりお見舞いを申し
上げますとともに、一日も早
い復興をお祈り申し上げます。
相次ぐ自然災害の発生は、

脆弱な我が国の社会基盤に更
にダメージを与えており、災
害に強い社会資本整備を構築
することは勿論のこと、防
災・減災に向け日々努力をし
ていくことが、国民の生命・
財産・生活を守る最善の道で
あり、我々建設業界に課せら
れた社会的使命であると痛感
しております。全建といたし
ましても、各都道府県建設業
協会並びに会員企業が一丸と
なって、その重責を果たして
参る所存でございます。
現下の我が国の経済動向に

つきましては、企業部門での
設備投資の拡大等好調さが継
続しておりますが、消費には
弱さがみられるなど、今後の
先行きには不透明感がにじん
でおります。
さらに、我々建設業界にお

いては、歯止めのかからない
公共投資関係費の減少と過剰
供給構造により、中小・中堅
建設企業の経営は極めて厳し
い状況にあり、建設業を基幹
産業としている地方において
は、地域建設企業の衰退によ
り、活力が大きく失われ、経
済格差の広がりに多大なる影
響を与えております。
このため、本会では、平成

18年度補正予算並びに平成19
年度予算の確保のため、昨年
末、社会資本及び災害に強い
公共施設等の整備をより計画
的に推進するとともに、公共
事業にウエイトを置いた積極
的な財政運営への転換を図る

平成19年の新春を迎え、謹
んで年頭のご挨拶を申し上げ
ます。
さて、建設業における労働災
害は、長期にわたって減少傾向
を維持しており、特に死亡災害
については、平成17年に初め
て500人を切るなど、大幅な減
少を続けております。これも
ひとえに会員の皆様をはじめ
関係者の永年にわたる努力の
積み重ねによるものであって、
心から感謝申し上げ、深く敬
意を表する次第であります。
しかしながら、昨年後半か

ら死亡災害が増加傾向を示し、
平成18年の死亡者数は、11月
7日現在の速報値ではあります
が、対前年比40人の大幅な増
加となっております。
当協会といたしましては、

労働災害の減少傾向を今後と
も堅持し、死亡災害の着実な減
少を図ってまいる決意であり、
また、特に本年は、平成15年3
月に策定した「建設業の労働
災害防止に関する中期計画と
今後の展望（5カ年計画）」の
最終年にあたることから、今
までにも増して、各種の労働
災害防止対策を積極的に推進
してまいる所存でありますの
で、関係各位の一層のご協力
をお願い申し上げる次第です。
ところで、安全衛生水準が

向上し、労働災害が大幅に減
少してきたことによって、近
年新たな課題も生じてきてお
ります。
悲惨な災害を目の当たりに

することが少なくなった結果、
危険に対する感受性や安全意
識の低下が懸念されるところ
であり、建設工事に潜在する
危険有害要因を見過ごしてし
まうことが懸念されるところ

であります。
また、一方では、豊富な経

験や能力を有する団塊世代の
方々が、一度に大量に退職さ
れる時期を迎えておりますが、
これまでに蓄積されてきた安
全衛生のノウハウを次の世代
に確実に継承していくため、
安全衛生管理についての組織
的、体系的な仕組みを構築し、
それを定着させることが必要
となっております。
さらに、昨年4月には、改正
労働安全衛生法が施行され、
この中で、職場における危険
性又は有害性等の事前調査を
実施し、その結果に基づいて
災害を防止するために必要な
措置を講ずる、いわゆる「リ
スクアセスメント」の実施が
事業者の努力義務として定め
られました。
このような状況を踏まえ、

当協会といたしましては、リ
スクアセスメントの実施を中
心とする「建設業労働安全衛
生マネジメントシステム
（COHSMS：コスモス）」の普
及定着を積極的に推進し、「危
険ゼロ」の安全で快適な職場
づくりを図ってまいりたいと
考えております。
我が国の経済は、全体的には
順調に回復してきているもの
の、こと建設業に関しましては、
建設投資額の減少もあって、
依然として厳しい状況が予想
されます。しかしながら、建設
業が我が国の基幹産業として
健全に発展していくためには、
各建設事業場の安全衛生水準
をより一層向上させ、誰もが
安心して働くことのできる職
場づくりを推進することが不
可欠であると考えており、会
員各位をはじめ関係者の皆様
並びに行政ご当局の、なお一
層のご支援ご協力を賜ります
ようお願い申し上げます。
年頭にあたり皆様の益々の

ご健勝とご発展をご祈念申し
上げます。

ことを強く政府・自民党に要
望いたしましたが、国・地方
自治体の財政状況の逼迫と税
収不足の中で、防災・減災対
策の推進に向けた重点配分、
地方の中小・中堅建設企業の受
注機会の確保の実現には、なお
厳しい状況が続いております。
一方、公共投資関係費の削減
と過剰供給構造は、低価格入札
による激しい受注競争を増加
させ、真面目に努力を続けてい
る優良な企業が経営悪化に追
い込まれるという、不良不適格
企業の排除の徹底に逆行する
状況を生み出しており、昨年の
ブロック会議・地域懇談会にお
いても最重要課題として議論
がなされました。
また、国土交通省も、本会

の要望等を受けて、技術力を
重視した新たな総合評価方式
の導入や失格基準などを盛り
込んだ緊急公共工事品質確保
対策を緊急に取りまとめをい
ただき、新たなダンピング対
策が進められております。
全建としては、国、政府の

対策への取り組みを支援する
とともに、講じられる対策が
有効に機能し、ダンピング受
注や、不良不適格業者の排除
が速やかに実現するよう今後
とも強く要望して参る所存で
あります。
建設産業を取り巻く状況は

厳しく、談合問題や耐震偽装
問題などで発生した業界に対
する国民の不信感は未だ払拭
されておりません。
業界全体が、国民のニーズに
対応すべく、コンプライアンス
の徹底と企業の社会的責任
（CSR）の取り組みを強化し、
安全で品質に優れたものをつ
くり、国民から信頼される企業
団体として社会に貢献してい
くことが最も重要であります。
今後も、これらの諸課題に

対応すべく、各都道府県建設
業協会及び関係諸団体と連携
を密にし、一刻も早く国民の
信頼を回復し、活力のある業
界にすべく誠心誠意努力をし
てまいりますので、皆様の一
層のご支援とご協力をお願い
申し上げます。
最後に、皆様方の更なる御発
展と御健勝を祈念いたしまし
て、新春のご挨拶といたします。

新 年 所 感
社 団 法 人 　 全 国 建 設 業 協 会

会　長　前　田　靖　治

新 年 の ご 挨 拶
建 設 業 労 働 災 害 防 止 協 会

会　長　錢　高　一　善
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新春を迎え、謹んでお慶

びを申し上げます。

建退共制度は、昭和39年

10月に中小企業退職金共済

法に基づく特定業種の指定

を受け発足して以来順調な

発展を続け、現在の加入契

約者数は約19万事業所、被

共済者数約266万人を数え

ております。また、これま

での累計で約167万人の退

職者に対して約1兆600億

円の退職金が支払われてお

り、建設業で働く皆様の福

祉の向上に大きく貢献して

参りました。この機会に改

めて、建退共制度の普及・

充実に取り組まれてきた建

設業界の方々のご熱意とご

努力に感謝と敬意を表した

いと思います。

さて、平成15年10月に

勤労者退職金共済機構が独

立行政法人として新たなス

タートを切ってから、昨年

10月で3年が経過しました。

私は、独立行政法人に移行

すると同時に理事長に就任

し、この3年余、独立行政

法人に求められる自律性・

効率性・透明性を事業運営

の柱とし、運営委員会・評

議員会などのご指導、ご意

見をいただきながら、中期

計画に掲げられた課題の達

成に取り組んで参りまし

た。

このうち、平成19年度ま

でに75万人という加入目標

の達成状況については、15

年度下期は116.3％、16年

度は106.6％と目標を超過

達成してきましたが、公共

事業の削減が続く中で17年

度は97.9％、18年度上期

は86.2％とペースが鈍化し

てきており、今後、加入促

進対策に一層力を傾けてい

く必要があると考えており

ます。また、課題である就

労日数に応じた確実な共済

証紙の貼付等については、

平成16年度に実施した建退

共制度に関する実態調査を

受け、平成17年6月に策定

した「建退共制度改善方策

の今後の進め方について」

を着実に実行することによ

り鋭意取り組んでおりま

す。さらに、退職金の請求

から支給までの日数を従来

の45日以内から30日以内

に短縮するという目標につ

いては平成17年度までに退

職金請求書のOCR化等のシ

ステム構築を完了させ、平

成18年7月より前倒しの稼

働を実現したことによって

年度内の目標達成が確実に

なっております。

本年も、建設業の現場で

働く皆様が少しでも安心し

て就労できるようにするた

め、そしてまた、意欲に満

ちた若者に建設業に参入し

ていただけるようにするた

め、一層多くの方々に建退

共制度を利用していただけ

るよう努力して参ります。

最後に、建退共制度を支

えていただいております貴

協会並びに会員の皆様の

益々のご発展、ご健勝を心

から祈念いたしまして、新

年のご挨拶とさせていただ

きます。

新 年 の ご 挨 拶
独 立 行 政 法 人 勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構

理 事 長 樋　爪　龍太郎

明けましておめでとうご

ざいます。

新春を迎えて皆様方のま

すますのご発展とご健勝を

心からお祈り申し上げます。

昨年を顧みますと、我が

国の経済は企業収益の回復

を背景に、輪出関連産業を

中心とした設備投資が増加

し、また、雇用情勢の改善

も広がりが見られるなど国

内民間需要に支えられた景

気回復は戦後の「いざなぎ

景気」を上回るものとなり

ましたが、地方における景

況感はなお、ばらつきが見

られることから、今年は地

方にも一段の景気回復の影

響が浸透することを期待し

ております。

一方、建設業界におきま

しては、他の産業に比べ依

然として厳しい状況が続い

ており、特に公共工事への

依存度の高い地方建設業者

は公共投資削減で大きなダ

メージを受けましたが、

「再チャレンジ」を掲げる

安倍新政権は地方振興を重

視する方針を打ち出してい

ることから、都市と地方の

格差是正に向けた適切な予

算の確保と配分が期待され

ます。また、昨年の全国建設

業協会の各ブロック会議で、

大きな問題として取り上げ

られたダンピング対策につ

きましては、品確法の運用

体制整備及び新たに施行さ

れた入札ボンドが、業界の

発展の為に有効に機能する

ことを期待しております。

このような状況の中にあ

って、共済団は各都道府県

建設業協会及び支部並びに

地区協会のご協力のもと、

年度当初の目標である掛け

金収入42億円の達成に向

け、建設共済制度の加入促

進を図るとともに契約更新

の確保に努めております。

お陰をもちまして建設共済

事業は共済金支払いも安定

し比較的順調に推移してお

り、これも偏に皆様方のご

理解とご協力の賜物と感謝

しております。

共済団にとりまして今年

は、昨年の公益法人改革三

法施行に引き続き同法の具

体的な実施に関する政省令

が逐次明らかとなることか

ら、公益財団法人または一

般財団法人のいずれかの道

を選ぶべきかの重大な選択

の検討を本格的に開始する

年となります。大きな流れ

を見誤ることなく慎重に進

めて参りたいと考えており

ます。共済団の事業環境は

厳しい状況が続くと思われ

ますが、今後とも安定した

事業運営が行なえるよう

に、役職員一丸となって取

り組んで、行きたいと存じ

ます。

本年も引き続き皆様方の

ご理解とご協力をお願い申

し上げ、年頭のご挨拶にか

えさせていただきます。

年 頭 の ご 挨 拶
財 団 法 人 　 建 設 業 福 祉 共 済 団

理 事 長 渋　谷　直　篤
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新年あけましておめでと
うございます。
平素は、前払金保証・契

約保証事業につきまして、
格別なるご理解ご支援を賜
り厚く御礼申し上げます。
また、当社関連会社が実施
しておりますコアシステム
に対応した電子入札に係る
電子認証事業等、各関連事
業につきましても格別のご
愛顧を賜り重ねて厚く御礼
申し上げます。
昨年を振り返りますと、

景気は回復傾向にあるとい
われ、企業収益は改善し、
設備投資は増加していると

され、雇用情勢においても
厳しさが残るものの改善傾
向にあるといわれており、
長期停滞のトンネルを抜け
出し、ようやく未来への明
るい展望を持てる状況とな
ったとされております。し
かしながら、地域間で景気
回復にばらつきがみられる
ことや、原油価格の動向が
内外経済に与える影響等を
考慮すると、決して楽観視
できない状況にあるものと
思われます。
建設業界に目を向けてみ

ますと、公共投資は削減さ
れ続けており、建設企業は
売上が減少するなか、コス
ト縮減やリストラ等の対応
を余儀なくされておりま
す。平成19年度予算編成の
基本方針をみても、公共事
業関係費は前年度予算額の

「 謹 賀 新 年 」
東 日 本 建 設 業 保 証 株 式 会 社

秋 田 支 店 長 圓　田　修　一

明けましておめでとうご
ざいます。
平成19年の新春を迎え護

んでお慶びを中し上げます。
我が国経済は、好調な民

間需要等に支えられ、57カ
月続いた戦後最長のいざな
ぎ景気を超え、景気回復局
面が続いております。
しかし、建設業界にとり

ましては、こうした実感は
之しく、特に公共事業の減
少により、公共工事への依

存度の高い地方の建設企業
はますます厳しい経営環境
に立ち至っております。
また昨年も、長野県、鹿

児島県を中心に大きな被害
をもたらした7月豪雨や、
北海道・佐呂間町で発生し
た竜巻被害等、幾多の自然
災害が我が国を襲い、甚大
な被害をもたらしました。
改めて国民の安心と安全

を守る社会資本整備の重要
性が痛感されたところであ
ります。
建設産業界は受注競争が

激化する中、コスト管理の
改革等、徹底した経営革新
が求められており、情報技

年 頭 所 感
財 団 法 人 　 建 設 業 振 興 基 金 　

理 事 長 鈴　木　政　徳

術の積極的な活用や、企業
連携による経営の効率化、
成長が期待される新分野へ
の進出等に積極的に対応し
て行くことが求められてお
ります。
また、当基金を含めた公

益法人も厳しい局面に直面
しております。政府が進め
る行政改革の一環として、
昨年、公益法人制度改革の
基本的な枠組み、改正のス
ケジュール等改革の概要が
示されました。
これによりますと、主務

官庁制・許可主義が廃止さ
れるとともに、法人の設立
と公益性の判断が分離さ
れ、現行の公益法人は、改め
て公益認定の申請が必要と
なることとなっております。
厳しい状況ではあります

が、当基金では、下請セーフ
ティネット債務保証事業、

ワンストップサービスセン
ター事業、建設業における
情報化推進事業、建設業経
理事務士検定試験及び特別
研修、監理技術者講習等々
の事業を通して、厳しい環
境の中で生き残りをかけて
懸命の努カを続けておられ
る建設業の振興のため、行
政及び関係団体の皆様と緊
密な連携のもと、尽カして
参る所存であります。
関係各位の皆様におかれ

ましては、今後とも当基金
の業務運営につきまして従
前と変わらぬご指導・ご支
援を賜りますようお願い申
し上げます。最後に、皆様
のご多幸とご健勝を祈念申
し上げまして年頭の挨拶と
させていただきます。

3％減算した額を基本に厳
しく抑制するとあり、ます
ます厳しさを増す状況にあ
ります。このような中、昨
年は談合問題が大きく取り
上げられ、また過剰供給構
造の中で著しい低価格受注
の横行、そして適正施工へ
の懸念等の問題が顕在化
し、入札・契約制度のより
一層の公正性や透明性が求
められ、国、地方公共団体
を問わず、一般競争入札の
拡大や総合評価方式の拡充
を柱とした入札・契約制度
の改善が強力に進められて
いるところであります。
こうした中で、これらの

条件整備の一環として、国
土交通省においては昨年秋
から入札ボンド制度が導入
され、順次拡大していくこ
ととされておりますし、地
方においても宮城県で導入
されるなど、今後、地方自
治体への普及拡大が予想さ
れます。一方、秋田県では
17年度より総合評価方式が
導入され、順次適用が拡大

されており、また、本格的
な一般競争入札導入に向け
た検討も行われています。
さらには、19年度からは全
ての発注案件で電子入札が
実施されるなど、入札・契
約制度が大きな変化の時期
を迎えており、建設業界に
おいては様々な施策への弾
力的な対応が必要となって
きております。
このように建設業界は依

然として激動の時期にあり
ますが、当社といたしまし
ても、建設業界の一員とし
て、本年も微力ながら皆様
方のお力になれますよう全
力を尽くす所存ですので、
何卒旧年中と変わらぬご支
援ご愛顧を賜りますようお
願い申し上げます。最後にな
りましたが、今年一年皆様
と建設業界にとって良い一
年でありますよう心から祈
念申し上げて、新年の挨拶に
かえさせていただきます。
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新年明けましておめでとう
ございます。平成19年の年頭
にあたり謹んで新春のお慶び
を申し上げます。
昨年は9月に小泉政権が幕

を下ろし、安倍新総理が誕生
いたしました。小泉政権は
「官」から「民」へ、地方よ
り都市再生と、競争原理と効
率を求めた変革を進め、日本
の経済は景気を回復しました
が、一方で都市と地方、大企
業と中小企業、業種間に格差
が広がり、そこに暮らす国民
の生活に深刻な影響が生じて
おります。新しい安倍政権が
そのひずみをいかに解消し、
地方に活力をもたらすことが
できるか期待されます。
さて建設業界は長期にわた
る公共事業抑制政策で工事量

副 会 長

北　林　一　成

謹んで新年のおよろこび

を申し上げます。

昨冬は「平成18年豪雪」

に見舞われ、県民生活に甚

大な不安と不便、混乱をも

たらした記録的な年明けで

ありました。忘れかけた自

然災害の脅威を目のあたり

にし、その対策、備えを疎

かにしてきた人間社会への

戒めの豪雪だったのかも知

れません。これを教訓とし

て今冬は、万全の対策で望

んでほしいと思います。

さて、今年は県民待望の

秋田わか杉国体が、2月の

冬期大会を皮切りに、県内

全域を会場に開催されるの

をはじめ、全国障害者スポ

ーツ大会が開かれることか

ら、県民総力を挙げての歓

迎、祝賀ムードが日一日と

高まるものと存じ、県民の

ひとりとして、半世紀一度

のスポーツの祭典が盛会裡

に開催されることを希って

おります。

昨年9月には、小泉政権

から安倍政権へと交代しま

した。構造改革路線を引き

継ぐ形でのスタートになっ

たようでありますが、その

中でも地方や建設業界が注

目していた道路特定財源の

一般財源化への方針をたと

え一部とはいえ閣議決定し

たことは、地方の切実な声

を無視した国策と言わねば

なりません。道路特定財源

の見直しに関する具体策の

一つとして、真に必要な道

路整備は計画的に進めるこ

ととし、19年中に今後の具

体的な道路整備の姿を示し

た中期的な計画を作成する

としていることから、道路

整備が立ち遅れている本県

にとって、今こそ県の総力

を結集し、国に対し道路特

定財源の確保と具体的整備

路線に対する財源配分につ

いて協力に要望活動を進め

る緊々の必要があります。

最後に、今年は前述の国

体と併せ参議院選や統一地

方選と賑やかな年になりそ

うですが、公共事業費も賑

やかに振る舞って頂くよう

節に希って年頭のご挨拶と

いたします。

副 会 長

和　賀　直　志

新年あけましておめでと
うございます。謹んで新春
のお慶びを申し上げます。
昨年は、折しも皇室典範

改正議論の高まる中、天皇
ご一家に41年ぶりの男子誕
生の慶事で日本列島は喜び
に包まれました。また、県内
においては、にかほ市の
TDKが都市対抗野球大会で
初優勝を飾り、東北勢とし
ては初の全国制覇に地元は
沸きました。こうした中、
小泉政権が戦後歴代三位と
なる5年5カ月という長きに
幕を閉じ、安倍晋三自民党
総裁を首相とする新内閣が
誕生したところであります。
小泉首相の構造改革はこ

の5年間で日本経済を一定
の水準に回復させ、戦後最
長のいざなぎ景気57ケ月を
越えたと言われるものの、
この5年間の国内総生産の
実質成長率は年平均2.34％
で、いざなぎ景気11.5％の
5分の1に過ぎません。これ
は、5年続いている好景気
にもかかわらず実感が極め
て薄いことを裏付ける要因

ともなっています。
本県のように地域経済に

占める製造業の割合が低
く、農林水産業や公共事業
への依存度の高い自治体
は、小泉政権の一連の改革
で財政配分や公共事業が削
減されるなど疲弊を余儀な
くされています。同じ東北
でも情報技術や自動車関連
企業立地の隣県では、有効
求人倍率が上昇基調にある
など格差は中央と地方の間
のみならず、今や、地方の
中でも出始めています。
安倍政権への課題は多岐

に渡りますが、とりわけ小
泉改革が生み出した「負の
部分」である、地域格差の
是正が喫緊の課題となって
います。本県のようにもと
もと社会基盤の脆弱な地域
に対する優先的な公共投資
は、格差是正の前提として
有効且つ必要不可欠と思わ
れます。戦後生まれの安倍
首相に、若さ、行動力を含
めその手腕に期待が寄せら
れるところであります。
今年も業界は厳しい試練

が続くものと覚悟しなけれ
ばなりませんが、皆様と共に
団結してこの難局を乗り越
えていかなければならない
ものと考えております。会員
皆様の一層のご協力とご支
援をお願い申し上げますと
ともに、皆様のご健勝とご繁
栄をお祈り申し上げまして、
新年の挨拶といたします。

副 会 長

村　岡　淑　郎

は大幅に減少し、過当競争の
様相が一層深刻になっており
ます。また昨年は各地で官製
談合事件の摘発が相次ぎ、ま
たしても国民の信頼を失う結
果となりました。業界はダン
ピング受注や不良不適格業者
の参入など、多くの問題に直
面しておりますが、私共の懸
命の訴えも説得力を失ってし
まう事は残念でなりません。
一昨年に施工された「品確法」
に伴う総合評価方式は、これ
らの諸問題を解決する鍵とな
るものと期待され、検討が重
ねられておりますが、国民か

ら見ても、業界にとりまして
も、公正かつ適正な競争が行
われる制度が一刻も早く確立
されることが求められます。
私共を取り巻く環境が大き
く変化する中で、変革のまさ
に「過渡期」に直面しており
ますが、連帯と協調のもとに
一層の自助努力につとめて参
りたいと思います。
本年も、会員各位をはじめ
関係者の皆様の一層のご支援
とご協力をお願い申し上げま
すと共に、皆様のご健勝とご
繁栄をお祈り申し上げまして
新年の挨拶といたします。
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新年明けましておめでとう

ございます。新春を迎え謹ん

でお慶びを申し上げます。

昨年は年明け早々に日本

海側を中心とした記録的な

豪雪や寒波の影響を受け、

県内各地では道路や鉄道な

ど交通網のまひが続き、除

排雪作業に追われた年始め

となりました。

地域住民の日常生活や地

域経済に深刻な影響をもた

らしたこのような自然災害

時において、電気・水

道・ガス等のライフライ

ンをはじめ歩行者の確保

など、地域住民の安全や

安心を確保する上で我々

建設業界が大きな役割を

担っていることを再認識

し、またこれからの災害

復旧活動ではどの様な支

援が出来るのかを再確認

する必要性を痛感させら

れました。

昨今、公共事業の拡大

及び民間建設投資の本格

的な展開は望むべくもな

く、入札・契約制度をめ

ぐる環境においても不

良・不適格業者の参入、

ダンピング受注など、建

設業界は苦難の時代が続

いており、また入札・契

約の公平性や透明性の確

保が従来にも増して求め

山 本 支 部 長

大　森　三四郎

られております。当協会と

いたしましても、地域経済

を支え雇用を促進する重要

な地場産業としてこの厳し

い環境を乗り越え、建設業

界のイメージアップや社会

的地位の向上、地域社会の

発展への貢献を目指してお

ります。

また当協会では、年度初

めに会員相互の遊休機材の

利活用及び技能労働者の派

遣紹介事業を立上げ、すぐ

に近代化委員会を設置いた

しました。昨年末には建設

業能代山本二世会の開発に

よりシステムが完成し、と

りあえず会員相互の遊休機

材情報交換の運用を開始い

たしたところであります。

現在も様々な研究・開発・

投資・合理化など、各分野

に於いて模索をしていると

ころでありますが、私共建

設産業もコストダウン、各

企業の合併・合理化、さら

に業界再編成などの必要性

に迫られており、当然建設

業協会を含めた建設業関係

団体も必然的に変わってい

くのではないでしようか。

新年にあたり、会員の皆様

の一層のご協力とご支援を

お願い申し上げますととも

に、皆様のご健勝とご繁栄

をお祈り申し上げ、年頭の

ご挨拶といたします。

平成19年の年頭にあた

り、謹んで皆様に新年のご

挨拶を申し上げます。建設

業界の厳しさは相変わらず

といえ、こうして御同業の

皆様とともに、初春のあい

さつを交わすことができま

すことは望外の喜びでござ

います。年が改まったとこ

ろで、われわれ業者の置か

れた現状が変わるわけでは

ありませんが、ここは一つ、

今年の干支「猪」にならっ

て、猪突猛進、「前進の年」

ということで、お互いにが

んばろうではありません

か。

さて、現在、景気は好調

で、戦後最長といわれた

「いざなぎ景気」を超えた

とはいうものの、実感に乏

しく、それどころか地方は

まさに受難の時代で、むし

ろますます厳しい状況とい

えるのではないでしょう

か。北海道夕張市を見るま

でもなく。過疎化、高齢化、

医療、年金、介護等々の諸

問題を鑑みるに、何かしら

鹿 角 支 部 長

村　木　通　良

地方が壊れていく、大切な

ものが失われていくと感じ

ているのは私だけではない

はずです。そうであればこ

そ、この状況を打破する、

新たな時代に相応しいイン

フラ整備が必要なわけで、

地方建設業者の役割は大き

いはずです。また、地方に

おける建設業は、経済面に

おいても、雇用面において

も、大きな責任を有してい

るわけで、だとすればあえ

て業者の側で、直接かつ積

極的に、消費者･納税者に

向かって、時代の流れの沿

ったインフラの創造と有用

性を証明し、理解してもら

う努力が必要でありましょ

う。

最後に、皆様には平成

19年は、信頼される透明

性豊かな業界を目指して一

致団結し、協会の皆様にと

って今年が良い年でありま

すよう、心からお祈り申し

上げまして、挨拶といたし

ます。
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新年あけましておめで
とうございます。
昨年は、12月の初雪が

そのまま根雪になり、32
年ぶりの豪雪となって、
県内は大雪害に見舞われ
ました。施工中の工事現
場では工事をストップし、
除排雪に追われることに
なりました。
国政では、改革論の小

泉首相が若い阿倍首相と
交代しましたが、社会資
本の形成に不可欠な公共
投資は減額のままで、都
市と地方の格差はますま
す開いていくばかりです。
一方、経済を見れば、

政府の発表では、好景気
の期間は戦後最長で“い
ざなぎ景気”を超えたと
されておりますが、一般
の人々にはなかなか実感
がわかないようです。景
気が良いのは、リストラ
や労働者派遣で利益を出
している大企業やIT関連
の企業だけのようです。
最近、新聞・TV等で、

いろいろな出来事があま
りにも集中的に流されて
いるような気がいたしま
す。国税を食っていると
言われている公共投資関
連がさかんに槍玉にあげ
られ、大手ゼネコンや地
方業者の談合問題、相次
いだ各知事の官製談合と、
毎日のように報道されま
した。このような新聞・

TV等の報道は世間一般の
人たちに対して、建設業
やそれに関連している企
業は「悪者」という印象を
与えるのではないかと危惧
しております。
今日、建設業は、住宅、

社会資本等の充実に極め
て重要な役割を担ってお
ります。しかし、最近で
は単なる低価格競争にな
ってしまい、低入札やル
ール無視の落札に対して、
適切な規制や排除がない
状況であり、公正な競争
ができなくなってきてお
ります。建設現場は、工
場内作業と違い、同じ条
件下での仕事はほとんど
ありません。様々なプロ
集団が公の施設を完成す
るという重要な役割を担
って施工して参りました
が、今のような状態が続
きますと、ようやく世の
中の「業」の一つに認め
られてきた建設業がいと
も簡単に崩壊し、以前よ
く言われた3K（きつい、
きたない、きけん）の建
設業に逆戻りしてしまう
のではないでしょうか。
何はともあれ、地元の

企業は、TDK野球部のよ
うに地元に愛される企業
でなければなりません。
一般生活の小さな事から
災害の復旧まで、幅広い
分野での“仕事師”とし
ての使命感を胸に、地元
に根ざし、永くお付き合
い頂くために、日々努力
と工夫を惜しまず、今年
の干支「亥」のように、
後ろを振り返ることなく、
ラグビーのように“前へ”
“前へ”の精神で進もうで
はありませんか。
本年もよろしくご指

導・ご鞭撻くださるよう
お願い申し上げます。

秋 田 支 部 長

加　藤　憲　成

新年明けましておめでと
うございます。この年が皆
様にとりまして良い年であ
りますことを心からお祈り
いたします。
昨年中、会員の皆様は、

受注額の減少等により非
常に厳しい状況下での経
営を余儀なくされてきま
したが、地域社会の維
持・発展の基礎となる社
会資本整備の担い手であ
るという自負を持ち、地
震、風水害、雪害等の自
然現象により引き起こさ
れる災害（被害）からの
救済とその復旧・復興の
担い手として、社会から
の負託に応えようと日夜
努力を重ねられておられ
ることに敬意を表します。
協会としても、こうし

た責務を担う会員が地域
経済発展の一翼を担いな
がら継続発展していくこ
とを第一義にあらゆる面
からの支援に取り組んで
参りました。
今、建設産業を取り巻

く情勢に明るさが見えて
こない中、誠に残念なこ
とではありますが、当業
界が関与する不祥事が
大々的に報道されており、
このままでは建設産業全
般に対する国民の不信感
が益々増大していくので
はないかと懸念されると
ころです。
これまで種々のボラン

ティア活動等により培わ
れてきた地域との協調・
協働への取り組みが、無
駄にならないことを祈る
ばかりです。
次に、入札制度につい

てでありますが、昨年、
失格基準等の見直しや低
入札価格調査制度、総合
評価方式の導入などの改
善措置が講じられてきま
したが、談合防止を更に
徹底すべくこのたび、「一
般競争入札」の平成20年
度からの本格実施という
方針が打ち出されました。
実施までには、是非とも、
適正価格による入札への誘
導策や集中落札の防止対
策、更には失業者が出た場
合の対応策等について、十
分な検討がなされるよう願
っております。
明けた平成19年は、県

民待望の「わか杉国体」
の実施年です。地域活性
化のまたとない絶好の機
会と捉え、当協会も地域
の一員として参加し、
様々な分野でのサポータ
ーとなり、全国各地から
選手、関係者、観客等と
して訪れてくれた方々に、
この自然豊かな地域性に
育まれた「温かな人情」
を実感してもらえるよう
な取り組みを展開して参
りたいと思います。
会員の皆様方には、本

年も相変わらぬご交誼の
程よろしくお願い申し上
げ、年頭のあいさつとい
たします。

仙 北 支 部 長

熊　谷　　　勲
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新年明けましておめで
とうございます。
皆様には、清々しい新

年をお迎えのこととお喜
び申し上げます。
昨年は、昭和48年以来

の豪雪により、県内の道
路網や生活基盤施設に、
多大の被害が出て県内は
大混乱に陥りました。こ
れは、災害対応の未熟さ
と社会資本の整備が遅れ
ていることによるもので
真に残念に思います。
昨年秋に「美しい日本

の実現」を目指して、安
倍新内閣が誕生しました。
小泉前内閣が行った一連
の構造改革は、大都市と
地方に経済・社会基盤の
整備や雇用等で大きな格
差を作りました。
新内閣には、この格差

是正に大きな期待をして
おりますが、来年度以降
も公共事業費が3％前後の
削減が決まり、また、道

路特定財源の見直しが昨
年12月に閣議決定され、
新年度から一部一般財源
化されます。道路特定財
源は、公共事業依存度の
高い地方に優先的に配分
し、都市圏との格差が一
日も早く是正されるよう
に、国・県等関係機関に
県民挙げて強く要望すべ
きだと思います。
公共事業費の削減と過

剰供給構造によるダンピ
ング受注の排除と品質確
保の為に、国、県では、
品確法・総合評価方式の
徹底、入札ボンドの導入
により、入札・契約段階
で所要のチェックを行い、
ダンピング防止の徹底を
図る事にしました。技術
と経営に優れた企業が、
真に競争できる環境が整
備され、不良不適格業者
の排除につながることを
期待しております。
今年は、「わか杉国体」

と「全国障害者スポーツ大
会」が本県で開催されます
が、県外からのお客様を県
民が真心をもって歓迎し、
盛会裡に開催されることを
祈っております。
会員皆様のご健勝とご繁
栄をご祈念申し上げます。

専 務 理 事

嶋　貫　隆　夫

新年あけましておめでと
うございます。本年も皆様
方にとって良い年でありま
すようにお祈り申し上げま
す。
さて、私共の業界に於

ける環境はと申しますと、
制度的には受注機会の均
等とか拡大とかで一般競
争入札の導入、又その他
の改革により日々刻々と
変化しているようです。
そこで、私共はその制度
の改革とともに歩んで行
けば良いようなものです
が、なかなか市場に対し
て攻撃的になれないのが
現状なのではないかと思
われます。そこで、いろ
いろな議論がされる訳で
すが私共の意見は自ずと
保守的になり、それが現
代の状況にマッチせず空
に舞うという何とも空し
い思いをしているという
現状です。
私としても協会を背負

っていったいどこに歩い
て行けばいいのかわから
ないという思いが正直あ
ります。ただただ思うの
は何とか皆様方が平和に
悔しい思いをせずどこか
に軟着陸をしていただけ
ないものか・・・そのた
めには何をするべきかを
考えているだけで、発展
的な考え方を会員の皆様
方に提示できないのが残
念でなりません。
ただ一言だけ言わせて

いただければ、かつて指
名競争入札に於いて指名
を受けた際、私共は損益
を度外視して指名を受け
た責任を全うしてきたつ
もりです。一般競争入札
のみになった場合、単な
るマネーゲーム化となり、
そういう仕事に対する誇
りも責任もなくなるとい
う心配があるのではない
のかな？ということです。
この頃の社会現象はそこら
辺にも問題があるので
は・・・・？
ともかくいい仕事が正し
く評価され、社会に良い貢
献がなされるような市場
（市場をコントロールする
権限は我々にはないのです
から）になることを望んで
年頭の挨拶にしたいと思い
ます。

平 鹿 支 部 長

伊　藤　俊　悦
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